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道徳の教科化をめぐる教育政策の歴史的検討
─教育改革国民会議から教育再生会議まで─
貝塚 茂樹
1. はじめに
2015（平成 27）年 3 月 27 日に学校教育法施行規則及び「学習指導要領」が一部改訂さ
れ、従来の「道徳の時間」は「特別の教科である道徳」と改められた。これによって、正式
に道徳の教科化が決定し、小学校は 2018（平成 30）年度、中学校は 2019（平成 31）年度
から検定教科書を使用した「特別の教科 道徳」の授業が開始された。
道徳の教科化が成立した直接の契機は、第二次安倍内閣のもとに 2013（平成 25）年 1 月
に設置された教育再生実行会議の提言である。教育再生実行会議が、同年 2 月 26 日に発表
した「いじめ問題等への対応について（第一次提言）」は、「道徳の教材を抜本的に充実する
とともに、道徳の特性を踏まえた新たな枠組みにより教科化し、指導内容を充実し、効果的
な指導方法を明確化する」ことを提言した。
しかし、道徳の教科化は、この「第一次提言」によって初めて政策課題となったわけでは
ない。2000（平成 12）年の教育改革国民会議、2006（平成 18）年に設置された教育再生
会議の報告ではすでに道徳の教科化を提言していた。また、さらに歴史を遡れば、1945（昭
和 20）年 8 月の敗戦以降、戦後の道徳教育のあり方をめぐる議論には、教科化の是非が基
底となっていた。例えば、1950（昭和 25）年の天野貞祐文部大臣による、いわゆる「修身
科」復活発言を契機とした論議はその代表的なものであり、1958（昭和 33）年の「特設道
徳」論争もまた道徳の教科化の是非が焦点とされていた。
道徳の教科化が問題とされるのは、1972（明治 5）年の「学制」頒布以降、道徳教育が
修身科という教科によって行われていたという歴史的な状況が背景となっているためでもあ
る。そのため、戦後教育改革によって修身科が廃止されたことは、道徳教育の教科設置の是
非を改めて課題とするとともに、戦前から戦後への歴史の転換の中で、戦後の道徳教育のあ
り方をどのように構築するかという課題とも密接に関わる問題であった。言い換えれば、道
徳の教科化は、「戦後 70 年」の課題であると同時に、戦後の道徳教育のあり方を考察する
際の歴史的な結節点の一つとして位置づく課題でもあったのである1）。
筆者はこれまで戦後の道徳教育について、特に臨時教育審議会までの時期を中心に歴史研
究を進めてきた2）。本稿は、「特別の教科 道徳」の成立にいたる教育政策史を検討する過
程の中で、その直接の前史と位置付けられる教育改革国民会議と教育再生会議の議論を検討
しようとするものである。一般に、「特別の教科 道徳」の成立は、教育再生実行会議の提
言を起点として捉えるものが多いが、この提言には、教育改革国民会議と教育再生会議の 2
つの会議における議論との関連性と連続性を無視することはできない。本稿は、そのことを
明らかにするための基礎的な作業である。
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なお、後述するように、教育再生会議では「徳育の教科化」と称されるが、本稿ではそれ
も含めて道徳の教科化という表現で統一することとしたい。
2. 教育改革国民会議における道徳の教科化問題
2.1. 教育改革国民会議の設置と道徳の教科化
2000（平成 12）年 3 月 24 日、小渕恵三内閣総理大臣の私的諮問機関として教育改革国
民会議（以下、「国民会議」と略）の設置が閣議で決裁された。その趣旨は、「21 世紀の日
本を担う創造性の高い人材の育成を目指し、教育の基本に遡って幅広く今後の教育のあり方
について検討する」ことにあるとされた。小渕首相は、文部大臣経験者である町村信孝首相
補佐官を国民会議の事務局の中心に据え、その庶務は同年 3 月 15 日に設置され内閣官房内
閣内政審議室教育改革国民会議担当室（以下、担当室と略）が担当することになった3）。
1984（昭和 58）年に設置された臨時教育審議会は、臨時教育審議会設置法に基づく審議
会であり、その審議の間、中央教育審議会の審議は休止された。しかし、国民会議は、内閣
総理大臣の私的諮問機関とされたため、中央教育審議会の審議も同時進行で進められた。
国民会議の委員は同年 3 月 15 日に発表された。委員として名前を連ねたのは、浅利慶太
（劇団四季代表）、江崎玲於奈（茨城県科学技術振興財団理事長）、梶田叡一（京都ノートル
ダム女子大学学長）、河上亮一（川越市立城南中学校教諭）、河合隼雄（国際日本文化研究セ
ンター理事長）、曽野綾子（作家）、田村哲夫（学校法人渋谷教育学園理事長）、藤田英典
（東京大学教授）、森隆夫（お茶の水女子大学名誉教授）、山折哲雄（京都造形芸術大学大学
院長）、山下泰裕（東海大学教授）等の 26 名が選出され、座長には江崎玲於奈が任命され
た（肩書きはいずれも任命時）4）。26 名の委員のほとんどは、1999（平成 11）年 10 月末に
文部省が首相官邸に提出した 50 名の名簿から選出されたとされる5）。
国民会議は、同年 3 月 27 日に第 1 回の全体会議を開催した。冒頭に挨拶した小渕首相は、
「これからは、個人が組織や集団の中で埋没するような社会ではなく、個人が輝き、個人の
力がみなぎってくるような社会に転換することが求められております」と述べ、個人と公と
が従来の縦の関係ではなく、横の関係となり、両者の協働作業による『協治』の関係を築い
ていかなければならないと考えます」6）と続けた。この点は、小渕首相によって 21 世紀に
おける日本のあるべき姿を検討することを目的として設けられた「21 世紀日本の構想」懇
談会（座長 : 河合隼雄・国際日本文化研究センター所長）が、2000 年 1 月にまとめた最終
報告書「日本のフロンティアは日本の中にある─自立と協治で築く新世紀─」の内容を念頭
に置いたものといえる7）。
小渕首相の挨拶の後の全体会議では、各委員がそれぞれ意見表明をする形で進行した。各
委員からの発言内容は多岐にわたるが、具体的に道徳の教科化に直接言及したものはなかっ
た。強いて言えば、小渕首相の挨拶に続いて、中曽根弘文文部大臣が、「近年、いじめ、不
登校、暴力行為など子どもの問題行動が憂慮すべき状況となっておりますが、これらの背景
には、こどもたちを取り巻く環境の著しい変化や社会全体のモラルの低下があり、学校だけ
の力でこれらを解決することは困難であります」8）と述べたことが注目される程度である。
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第 1 回の全体会議について翌日の『毎日新聞』は「道徳の強化 焦点」と見出しを付け
た9）。しかし、他の多くの新聞の見出しは、「基本法など論議」（『朝日新聞』）、「教育基本法
見直し」（『産経新聞』）とされた。国民会議へのマスコミの関心は、教育基本法の改正問題
であったことがわかる。実際、『毎日新聞』もまた、先の見出しとともに「基本法見直しも
視野」という見出しを併せて掲載していた。
教育基本法の改正問題の議論に比べると、国民会議の各委員の道徳教育に対する発言は決
して多くはなく、その内容も具体的な提案とはなっていない。そうした中では、2000 年 5
月 11 日の第 4 回全体会議において、グレゴリークラーク（多摩大学学長）が、提出資料に
基づき、①外国の有識者は、日本の学校で子どもたちの態度が急速に崩れてきていることに
驚いている。とくに中産階級地域にまで崩れが広がっていることが信じられない。②原因の
一つは、日本の道徳が、主に伝統や国民的感情（空気）に基づいているところにある。この
道徳は、より原則的な、イデオロギー的（宗教も含めて）な道徳と比べて、具体性に欠けて
いる。そのため外部からの攻撃に非常に弱い。③家庭・学校という組織が弱くなり、悪い影
響に太刀打ちできなくなっている。④欧米、オーストラリアでは、中産階級以上の地域では、
それほどひどい崩壊現象は見られない。⑤それは、子どもが社会活動に参加し、そこで社会
性を身に付けているためだ。⑥日本は地域社会の活動が弱い。社会活動を通して視野を広げ
ることは、これらの課題を解決するカギになる、と発言したことが目立つ程度であった10）。
第 4 回全体会議では、江崎座長より今後の「審議事項（案）」が示され11）、「第 1 分科会
―人間性―」、「第 2 分科会―学校教育―」、「第 3 分科会―創造性―」の 3 つの分科会に分
かれて集中的な審議を行うことが提案され、了承された。道徳教育については、第 1 分科
会が担当することになり、浅利慶太、今井佐知子（社団法人日本 PTA 全国協議会会長）、
梶田叡一、河上亮一、曽野綾子、沈 壽官（薩摩焼宗家十四代）、森隆夫、山折哲雄、山下
泰裕の 9 名が担当することとなり、森が主査に選出された。
江崎座長が示した第 1 分科会では、第 1 分科会の検討事項例として、①「人間としての
日本人としての豊かな人間性の育成」、②「世界から信頼される良識ある日本人づくり（社
会の合意形成とキャンペーン）」、③「教育理念の再考」の 3 つが示された12）。このうち、特
に①と②については道徳教育と関係するものであるが、そこでの検討項目には道徳の教科化
は含まれていなかった。
第 1 分科会の会議は、5 月 25 日に第 1 回が開催され、以後、6 月 15 日、6 月 23 日、7
月 7 日、7 月 11 日、7 月 18 日の合計 6 回が開催された。この間、道徳教育については、浅
利慶太、曽野綾子、山折哲雄がそれぞれの立場から発言しているが、それらは特に道徳の教
科化に結び付くものではなかった。
第 1 分科会の議事録を詳細に見ていくと、道徳の教科化に関する議論が動き出すのは、6
月 23 日の第 3 回会議における山下泰裕の次の発言からである。この日の会議で山下は、
「今、小学校ではある程度道徳が授業で行われているということなんですけれども、中学校、
高校になるとこれがあまり行われていない、あるいはほとんど行われていない。極端かもし
れませんけれども、道徳というのを一つの教科にしてもいいのではないか。担任の先生が教
えるのではなくて、その専門の先生が教えていく、そういう形も必要なのかなという気がし
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ます」と述べた上で次のように続けた13）。
先日読んだ本では、小学校に道徳科、中学校では人間科、高校で人生科、そういうふ
うな形で教科として専門の先生方が教える。そこでは哲学とか倫理学とか宗教学、こう
いったものを専攻した教師がその指導に当たる、このことが必要ではないかと書かれて
いました。私は、やはりいろいろな価値観があると思うんですけれど、普遍的な価値観
というのがあると思うんです。これを教師と子どもが共に考えていく、このことが非常
に大事なのではないかと思います。
この日の会議では、この山下の発言に対して、他の委員が直接に言及することはなかっ
た。しかし、山下の発言は、その後の第 1 分科会の審議と結論に大きな役割を果たすこと
になる。
2.2. 第 1 分科会報告「日本人へ」
同年 7 月 7 日の第 4 回会議は、第 1 分科会の議論を集約するという点で重要な会議となっ
た。ここで山折は、これまでの会議で議論の論点はほとんどすべてが出尽くしていると思う
ので、特に 50 代以下の世代に対して効果的にアピールするかという「戦略・戦術の問題を
考えた方がよろしいのではないか」14）と発言した。この山折の発言に賛同した浅利慶太は、
国民会議として「国民の皆様へ」という呼びかけをする必要があり、同時に「〝日本人の心〟
という、子どもが暗記して心に刻む文章をつくったらどうでしょう」と述べて賛成し、曽野
綾子に「21 世紀の日本の子どもたちの心」という文章を作成して頂いてはどうかと提案し
た15）。
浅利の提案には、梶田、河上、勝田吉太郎（鈴鹿国際大学学長）等の委員が積極的に賛同
した。特に梶田は、「人間が生きていくバックボーンに入るためには自分の人生をどう生きて
いくかでしょう」16）として、メメント・モリ（死の教育）に言及しつつ、自分の人生をどう
生きるかを考える意味での「道徳教育、宗教教育、宗教的醸成」の必要性を提言した17）。こ
れに答えて曽野は、「死の準備教育」の必要性について賛同し、また浅利は「宗教心を涵養
するとかそう言い出すと少し抵抗があるんですが、（中略）生とは何か、死とは何かという
生命の根源について、子どもたちに幼いときから考えさせる。そういったアプローチがいい
のではないか」と述べた18）。
こうした議論に対して主査の森は、具体案を提示するという方向性には賛同しつつも、
「国民会議ですから広く国民が理解できることでないといけない」と述べ、「ここで学問論を
いくらやってもだめなんで、（中略）そういう意味で宗教的な高邁な精神をここで説いても
何か雲の上の話になります」と指摘した。そして、より具体的に「甘えるな」「他人に迷惑
をかけるな」「生かされて生きることを自覚せよ」という 3 つの観点から提言をまとめる必
要があると述べた。
以上の議論を受ける形で、基本的には曽野が中心となって文書をまとめることが第 1 分
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科会の総意となっていく。その役割が曽野に求められたのは、曽野が作家であることによる
が、第 1 分科会の第 2 回会議において発表したレポートの存在が大きい。河上はこれを後
の「日本人へ」の「原型」19）と称しているが、確かに曽野の提出したレポートと「日本人へ」
との類似性は高い。河上によれば、曽野のレポートの基調は、「人間には善の部分だけでな
く悪の部分もあり、戦後、その悪の部分をまったく無視し、現実の人間をもとにした対策や
政策を考えてこなかったことが混乱を拡大してきた」20）という認識に立脚しているとする。
そして人間の悪の部分に着目し、「自由放任と平等のなかで戦後の教育が欠落させた大切な
ものをとりもどす」21）方策として奉仕作業の強制を主張したと整理した22）。ただし、曽野の
レポートには、道徳の教科化については言及されてはいない。
同年 7 月 18 日の第 1 分科会の第 6 回会議において、「日本人へ」と題した文書が報告さ
れた。この会議で森主査が説明しているように、「日本人へ」は、第 4 回会議の後に曽野が
原案を書き、これに森、梶田、浅利が意見を加えてまとめ、「文責 曽野綾子」として報告
されたものである23）。第 6 回会議では、「日本人へ」の中の道徳教育に関する記述に対して、
特に他の委員からの異論はなく、その内容は同年 7 月 26 日に「教育改革国民会議第 1 分科
会の審議の報告」として公表された。「日本人へ」と題された報告では、「教室で道徳を教え
るのにためらう必要があろうか」とした上で道徳の教科化について次のように述べられた24）。
教室で道徳を教えるのに、なんでためらう必要があろうか。基本的な道徳は、普遍
性、明快性、単純性を持っている。小学校においては「道徳」、中学校においては「人
間科」、高校においては「人生科」として、専門の教師だけでなく、経験豊かな社会人
も協力して教える。そこでは肉体的な生と、精神的な生との双方の充足が、人間を満た
すことを知らせる。また成長に従って人間は確実に訪れる生の完成の果てにある死を認
識できるようになる。その時、自他共に生はいかに大切であり、あらゆる失敗は補填で
きるが、自ら命を絶ったり、人の命を奪ったりすることだけは、取り返しのつかない行
為だということを、改めて教えなければならない。
この内容は、山折、梶田の意見が追加・反映されたものであり、第 2 回会議に提出され
た曽野のレポートよりもさらに具体的になっていた。また、道徳の教科化については、第 3
回会議における山下の発言の骨子が採用されていた。
2.3. 「中間報告」と「教育改革国民会議報告―教育を変える 17の提案―」
7 月 26 日の「教育改革国民会議第 1 分科会の審議の報告」及び各委員会からの「審議の
報告」の内容は、8 月以降、国民会議の全体会議の中で議論された。ただし、全体会議の議
論の基調は、教育基本法の改正と奉仕活動の義務化の 2 つが焦点となり、道徳の教科化へ
の関心はこれらに比べると決して高くはなかった。新聞等のマスコミ報道の多くもこの 2
つに言及したものが多く、道徳の教科化への言及はごくわずかであった。
こうした状況の中で、同年 9 月 22 日に公表された「教育改革国民会議中間報告─教育を
変える 17 の提案─」（以下、「中間報告」と略）においては、小学校においては「道徳」、
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中学校においては「人間科」、高校においては「人生科」として、専門の教師だけでなく、
経験豊かな社会人も協力して教えるという骨子は変更されず継承された。また、同年 12 月
22 日に提出された「教育改革国民会議報告─教育を変える 17 の提案─」は、「中間報告」
の内容を基本的に踏襲し、さらに項目の整理が行われた記述となった。以下がその内容であ
る25）。
◎学校は道徳を教えることをためらわない
学校は、子どもの社会的自立を促す場であり、社会性の育成を重視し、自由と規律のバ
ランスの回復を図ることが重要である。また、善悪をわきまえる感覚が、常に知育に優
先して存在することを忘れてはならない。人間は先人から学びつつ、自らの多様な体験
からも学ぶことが必要である。少子化、核家族時代における自我形成、社会性の育成の
ために、体験活動を通じた教育が必要である。
〈提言〉
（1）小学校に「道徳」、中学校に「人間科」、高校に「人生科」などの教科を設け、専
門の教師や人生経験豊かな社会人が教えられるようにする。そこでは、死とは何か、
生とは何かを含め、人間として生きていく上での基本の型を教え、自らの人生を切り
拓く高い精神と志を持たせる。
（2）人間性をより豊かにするために、読み、書き、話すなど言葉の教育を大切にする。
特に幼児期においては、言葉の教育を重視する。 
（3）学校教育においては、伝統や文化を尊重するとともに、古典、哲学、歴史などの
学習を重視する。また、音楽、美術、演劇などの芸術・文化活動、体育活動を教育の
大きな柱に位置付ける。
（4）子どもの自然体験、職場体験、芸術・文化体験などの体験学習を充実する。また、
「通学合宿」などの異年齢交流や地域の社会教育活動への参加を促進する。
以上のように、国民会議の最終報告「教育改革国民会議報告─教育を変える 17 の提案─」
では、道徳の教科化は、特段の反対意見もなく提言されたように見える。しかし、「中間報
告」の公表後、政府広報や官邸のホームページ等を通じて行われた意見募集では、道徳教育
に関するものが最も多く寄せられた。特に、「学校は道徳教育を教えることをためらわない」
の内容に関しては、「低学年のころから忍耐や言葉の大切さ、人の道などを教えるべきだ」
「人の精神的な豊かさは自然を体験することではぐくまれる」などの積極的な意見が多く寄
せられる一方、「道徳は社会生活の中で実践的に『体得』するもので、学校で教えるのは不
可能」などの消極的な意見もあった26）。その意味では、こうした意見の動向が、「教育改革
国民会議報告─教育を変える 17 の提案─」での道徳の教科化に関する提言を後押ししたも
のと見ることはできる。
2.4. 道徳の教科化先送りの要因
もちろん、国民会議による道徳の教科化の提言に対しての批判がなかったわけではない。
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例えば、日教組は、奉仕活動や道徳の教科化の提言には 21 世紀を生きて行く主体的な人間、
社会に参画していく人間を育む姿勢がないとしながら、「規定された型にはめこむことが、
異様に強調されている」27）と批判した。また、木村浩則は、道徳の教科化の提言は、教育基
本法の改正や奉仕活動の義務化の論議に隠れて、「ほとんど見過ごされたまま本報告に盛り
込まれた」28）と指摘しながら、戦後の道徳教育のあり方に関する理論的、実践的総括をせず
に、「道徳教育の強化 = 教科化という安直な図式のもとに、それを全面転換させようとする
教育改革国民会議の案を、もし文部省（現文部科学省）内の担当官たちが、無条件に承認す
るとしたら、その無責任きわまりない彼らの職業的モラルこそまず非難されるべきであろ
う」29）と批判した。
一方、中央教育審議会では道徳の教科化については、ほとんど議論らしい議論は行われて
いない。わずかに、2000（平成 12）年 7 月 12 日の第 232 回会議において、梅原猛（国際
日本文化研究センター顧問）が、道徳教育のあり方に言及し、国民会議の審議が「教育改革
を 5 年遅らせた」30）と批判している。ただしこれは、直接に道徳の教科化を念頭に置いた発
言とは読み取れない。
結果として、国民会議による道徳の教科化の提言は、教育基本法の改正、奉仕活動の義務
化と同様にこの時点では実現を見送られた。その要因は、小渕首相が設置した国民会議を引
き継いだ森喜朗首相が、2000 年 5 月 15 日に神道政治連盟国会議員会議の席上で述べた、
いわゆる「神の国」発言 31）以降、内閣支持率が低迷し32）、国民会議への関心が薄れたこと
も要因といえる。なかでも、森が教育基本法の改正や道徳教育の強化を強く主張したこと
は、国民会議の委員の中にある種の不協和音を喚起することにつながった33）。森は、国民会
議での挨拶において、教育基本法の改正に言及し、学級崩壊や校内暴力などを問題として挙
げながら「思いやりの心、奉仕の精神、日本の文化・伝統を尊重する気持ちなど、人間とし
て、日本人として持つべき豊かな心、倫理観、道徳心が十分に育まれていない」34）という発
言を繰り返した。国民会議の委員の中には、これが、国民会議発足にあたって小渕首相が市
民社会における個と公との関係を再定義し、再構築するとした発言とは異質なものとして
映ったことは事実であろう。
加えて、森内閣での教育改革に対しては、連立政権を組む公明党からの批判があったこと
が大きな意味を持っていたといえる。例えば、2001（平成 13）年 1 月 10 日付の『朝日新聞』
は、教育改革をめぐって与党間の「不協和音」が目立っていると伝えながら、特に「伝統」
や「道徳教育」などについては、戦前の国家主義に結びつく色彩が強いとして、公明党や支
持母体の創価学会は拒否反応を示していると伝えた35）。この指摘が正しいとすれば、内閣支
持率の低迷と連立政権の「不協和音」という政治状況の中で、国民会議の提言が実現する可
能性は極めて低くなっていたということができる。
もっとも文部科学省は、道徳教育に関しては国民会議の提言を受ける形で、2001 年 1 月
に「21 世紀教育新生プラン〈7 つの重点戦略〉」を発表し、小中学校に「心のノート」の作
成・配布の具体化を進めた。また、道徳性を養う体験活動のあり方等についての実践研究を
行うため、道徳教育体験活動推進事業を実施した。これらは、道徳の教科化という点からは
不十分であるものの、道徳教育の充実策を盛り込んだという意味では、国民会議の提言があ
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る程度は実現したといえる。同時にそれは、結果的に道徳の教科化の環境を整備する役割を
果たしたということもできる。
3. 教育再生会議における道徳の教科化の議論
3.1. 教育再生会議の設置と「徳育の教科化」
2006（平成 18）年 9 月 26 日に内閣総理大臣に就任した安倍晋三は、第一次安倍内閣に
おいて教育改革に積極的に取り組み、同年 10 月 10 日に閣議決定によって首相直属の会議
体として教育再生会議（以下、再生会議と略）を設置した。教育再生会議設置の目的は、
「21 世紀の日本にふさわしい教育体制を構築し、教育の再生を図るため、教育の基本にさか
のぼった改革を推進する」こととされ、担当室は内閣官房に置かれた。
再生会議には、「学校再生分科会」「規範・家族・地域教育分科会」「教育再生分科会」の
3 つの分科会が設けられ、2008（平成 20）年 1 月 31 日の最終報告までに合計 4 つの報告
が出された。委員には、野依良治（科学者）、池田守男（資生堂顧問）、葛西敬之（東海旅客
鉄道会長）、小宮山宏（東京大学総長）、中嶋嶺雄（国際教養大学理事長・学長）、白石真澄
（評論家・関西大学教授）、小野元之（元文部科学事務次官）ら 17 人で構成され、野依が座
長、池田が座長代理に選出された。この中には、国民会議の委員でもあった浅利慶太（劇団
四季代表）や小野元之も含まれていた。
一般に、道徳の教科化の実現を安倍が牽引したと論じられる傾向があるが、安倍が当初か
ら道徳の教科化を目指していたかどうかは疑問である36）。同年 9 月 29 日に行われた安倍の
所信表明演説では「教育免許更新制の導入」「学校の外部評価の導入」などが挙げられてい
たものの、道徳教育については言及されていない。実際、2007（平成 19）年 1 月 24 日に
再生会議が公表した「社会総がかりで教育再生を―公教育再生への第一歩―（第一次報告）」
（以下、「第 1 次報告」と略）の「3. すべての子供に規範を教え、社会人としての基本を徹
底する」では、「学校は、『道徳の時間』について十分な授業時間を確保し、体験的活動や心
に響く教材を取り入れる」ことを提言した。しかし、これは現行の「道徳の時間」の時間数
の確保と内容の充実を図るものであり、道徳の教科化を意図したものではなかった。
再生会議では当初、道徳教育に関する議論は第 2 分科会「規範・家族・地域教育分科会」
で検討されていた。しかし、同年 3 月 14 日に第 1 分科会「学校再生分科会」において道徳
教育に関する議論が行われ、同年 3 月 29 日の第 1 分科会の第 9 回会議において小野元之副
主査から道徳の教科化に関する提言が提出されたことを契機として、教科化の主な議論の場
は第 1 分科会へと移っていった。小野が提出した提言は以下のものである37）。
1 徳育の推進→教科としての「徳育」の新設
○教育再生会議は、第一次報告ですべての子供に規範を教え、社会人としての基本を徹
底することを提言してきた。又、社会人として最低限必要な決まりをきちんと教える
ことを提言している。
○教育基本法の改正を踏まえ、世界に開かれた豊かな情操と道徳心を培うため、徳育を
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教科として位置づけ、充実した教科書を作成する必要があるのではないか。その際、
名称としては「徳育」（仮称）として、小学校、中学校において、新しい教科として
「徳育」を設けることを提言したい。
○高等学校においても奉仕活動の必修化を提言しているが、徳育の充実のため「人間
科」、「人生科」又は「人間と人生」のような科目を新設してはどうか。
○「徳育」の充実のためには、読書活動を推進することが重要。
○「徳育」の充実のためには、社会総がかりで学校の教育力を高めていくことが重要。
特別免許状の制度を活用し、人生経験の長い優れた地域の社会人や各分野の一流の人
材に「徳育」の時間で教壇に立ってもらうことを促進すべき。
（その他）
○徳育ではないが、子供たちに民主主義や選挙についての知識やその重要性をきちんと
教え、良識ある社会人として参政権をきちんと行使できるように育てることが大切
この中で小野は、道徳ではなく「徳育」という名称を提案している。その理由としては、
人間形成における知育・徳育・体育という一般的な理解とともに、「道徳は勿論大事なんで
すけれども、若干、若い人たちから、古い考えではないかという意見もないわけではないの
で、新しい 21 世紀に人間として本当に必要なことをしっかり教えていくという意味」で
「徳育」が相応しいと説明した。名称に関しては、門川大作（京都市教育委員会教育長）が
「道徳」の名称の方が望ましいとして「徳育」の名称に反対したが、川勝平太（静岡文化芸
術大学学長）は小野の提案に賛成した。
小野による教科化の提案は、同年 4 月 9 日に開催された第 1 分科会第 10 回会議でも引き
続き議論された。ここでは、前回の会議に欠席した小宮山宏（東京大学総長）から道徳の教
科化への強い反対意見が出されたが、「徳育」という名称も含めて教科化に賛成する中嶋と
対立する場面があった。結局この日の第 1 分科会では、中嶋の意見に対する反対意見は特
になく、これ以後の会議では「徳育」の名称の使用と教科化が共通理解となっていった。
3.2. 「第 2次報告」と教科化
2007 年 4 月 23 日に開催された再生会議の第 7 回会議は、「第 2 次報告」に向けての各委
員会からの意見の取りまとめがなされた。この中で第 1 分科会の白石真澄（関西大学教授）
主査は、道徳を「教科として正式に定めて、教科書をつくって、再度道徳を重要なテーマと
して位置づける」ことの必要性を説き、以下のように議論の概要を報告している。
【徳育の充実】
〇徳育の教科化を是非進めるべきである。
〇道徳の指導内容については、人を人として尊び合う生き方、自然と人との共生を考え
るなど、人権教育、環境教育にもつながるものが必要。
〇「世界の心、日本の心、郷土の心」について教える内容がいい。
〇徳育を教科にする場合でも、数値による評価はすべきではない。
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〇徳育の充実のために特別免許状を活用するにあたっては、その活用を拡充するための
具体策が必要。
〇まず親が道徳を学ぶ必要がある。
2007 年 6 月 1 日に再生会議は、「社会総がかりで教育再生を─公教育再生に向けた更な
る一歩と『教育新時代』のための基盤の再構築─（第二次報告）」（以下、「第 2 次報告」と
略）を公表した。「第 2 次報告」は、特に第 1 分科会の議論を反映して、「Ⅱ . 心と体─調和
の取れた人間形成を目指す─」において、「提言 1 全ての子供たちに高い規範意識を身に
付けさせる」を掲げ、「徳育を教科化し、現在の『道徳の時間』よりも指導内容、教材を充
実させる」ことを提言した。その具体的な内容は概ね以下のものとして整理された。
○国は、徳育を従来の教科とは異なる新たな教科と位置づけ、充実させる。
・全ての学校・教員が、授業時間を確保して、年間を通じて計画的に指導するようにす
る。
・徳育は、点数での評価はしない。
・教材については、多様な教科書と副教材をその機能に応じて使う。その際、ふるさ
と、日本、世界の偉人伝や古典などを通じ、他者や自然を尊ぶこと、芸術・文化・ス
ポーツ活動を通じた感動などに十分配慮したものが使用されるようにする。
・担当教員については、小学校では学級担任が指導することとし、中学校においても、
専門の免許は設けず、学級担任が担当する。特別免許状の制度なども活用し、地域の
社会人や各分野の人材が教壇に立つことを促進する。
以上のように、「第 2 次報告」は、「第 1 次報告」が道徳の教科化に全く言及しなかった
のに対して、一転してこれを明確かつ具体的に提言するものとなった。
3.3. 「第 3次報告」と道徳の教科化の後退
「第 2 次報告」によって、再生会議では道徳の教科化は既定路線となったといえる。しか
も、それは政府においても共有されていった。2007 年 6 月 19 日に閣議決定された「経済
財政改革の基本方針 2007」では、再生会議の「第 2 次報告」を踏まえ、社会総がかりで教
育再生に全力で取り組むこととした上で、「徳育を『新たな枠組み』により、教科化し、多
様な教科書・教材を作成する」ことが明記されていた。
ただし、「第 3 次報告」に向けて道徳の教科化の議論は、順調に進展したわけではない。
特に、同年 9 月 26 日に安倍首相が内閣発足から 1 年で退陣して以降は、道徳の教科化の方
向性にも変化が生じていった。とりわけ、この変化を決定づけたのは、伊吹文明文部科学大
臣の国会での答弁であった。例えば、伊吹は同年 6 月 5 日の参議院文部科学委員会におい
て、後藤博子議員（自由民主党）が道徳の教科書に関する質問を行ったのに対して、「国が
ある価値観を持って決めるというような検定教科書的なものを作るということはやっぱり非
常に難しいんじゃないかなと私は思っておりまして、その趣旨は再生会議に申し上げてあり
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ますから、再生会議の方も極めて慎重に教科書等についてはあの報告の中にはお書きになっ
ていると思います」38）と答弁した。
さらに、同年 6 月 7 日の参議院文部科学委員会において、井上哲士議員（日本共産党）
の質問に対して、再生会議の報告を既存の法律などを踏まえ、中央教育審議会に諮って最終
的には自分が判断すると述べ、道徳の教科化については次のように答弁した39）。
教育再生会議も教科にするとは言ってないんですね。いわゆる教科にするとは言って
いない。いわゆる教科にするということは点数を付けなければいけませんからね、そう
いうことは私は賛成できないということは申し上げてあります。その範囲の中でどうす
るかということは、そのときに使う教科書的なものをどうするかということですね、こ
れはいろいろ工夫はあると思います。
以上のように、文部科学大臣や中央教育審議会の議論において、道徳の教科化に対する消
極的なニュアンスが伝わり始めると、再生会議の議論のトーンも徐々に低調となり、後退し
ていった。こうした状況を反映して、道徳の教科化に一貫して賛成してきた浅利慶太、小野
元之、渡邉美樹（ワタミ株式会社社長・CEO）らの発言も道徳の教科化実現の可能性を問
い、改めてそれを強く要望するものとなっていった。例えば浅利は、同年 10 月 23 日の再
生会議第 9 回会議において、再生会議にとっての最も重要な課題は道徳教育の問題である
とした上で、「最近、中教審などで徳育問題でぼけた発言が出ていますが、再生会議はやは
り貫く」と発言している。浅利のいう「ぼけた発言」とは、中央教育審議会会長である山崎
正和が「道徳教育を教科の範囲でやることは無理がある」40）と発言したという新聞報道を念
頭に置いたものと推察できるが、浅利の発言からは中央教育審議会の審議の動向に神経を尖
らせている様子と危機感が伝わってくる。
また、浅利は 12 月 13 日の再生会議第 10 回会議においても、「私、実は佐藤内閣の中教
審以来、何十年も教育関係の政府の委員をやっております。やっとチャンスが来たかと。道
徳問題、徳育問題を取り上げるチャンスがやっと来たか。この内閣でぜひ実現していただき
たいと思います。一番のポイントは、やはりこれは教科にしていただくこと。これは 2 次
答申でも出ていますね」と教科化の実現を求めている。
さらに浅利は、渡海紀三朗文部科学大臣に対して、「学習指導要領に徳育問題はしっかり
入るんですね。そうしていただきたい。学習指導要領が実際問題として教育の現場に強い影
響を与えていますから、ここに徳育問題をしっかり入れていただかないと困る。それを是非
お願いいたします」と迫った。これに対して渡海文部科学大臣は、「今の方向では、この徳
育問題はしっかり入ります」としながらも、「教科にするかしないかといった議論は、非常
に幅が広いんですね」と述べ、特に教科書の問題に引き付けながら次のように続けた。
この教科書について、これは大変に難しい問題だと思うのですが、本当に検定になじ
むのか、なじまないのか。私の意見をあえて申し上げれば、（中略）基本的には今の検
定制度では、恐らく道徳の教科書はできないと考えております。（中略）これはやれる、
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これはやれないは今、私は保証はできません。文部科学大臣が勝手に「それはいい、や
りましょう」といってやれるものではないと思います。
この渡海文部科学大臣の発言を受けて小野は、「教科書検定が難しいということ、よくわ
かるんでございますが、学習指導要領の中身をきちんと教えるためには、やはり教科書をぜ
ひつくってほしい」と述べ、「やはり徳育というのは本当に大事な教科でございますので、
国が検定した教科書がない状態で本当にいいのだろうか。道徳の基本を教えるというのは、
やはり国家の責任ではないかと私は思うんです」と続けた。
浅利、小野はともに国民会議の委員を務めており、道徳の教科化には特別の思いがあった
ことは否定できないが、渡海文部科学大臣の発言は、明らかに道徳の教科化の方向性に水を
差すものであり、再生会議の「第 2 次報告」からの後退を示唆するものであった。それは、
渡邉が、「先ほどの大臣のお話を聞いていると、多分何かしらの圧力なり何かしら違う勢力
があって、多分できないんだろうなというふうに感じます」としながらも、「ぜひ教科にし
て頂きたい」と最後まで求めたことにも明らかであった。
道徳の教科化問題は、同年 12 月 18 日の教育再生会議合同分科会でも取り上げられた。
しかし、この会議での文部科学省の発言は、道徳の教科化の後退を印象づけるものとなっ
た。例えば、渡邉がこれから先、道徳が教科化されるまでの見通しについて質問したのに対
して、文部科学省の山中伸一（教育再生会議副室長）は、「第 2 次報告」の提言を具体的に
どう落とし込んでおくかは、中央教育審議会で議論をしており、また学習指導要領をどう改
訂するかは文部科学大臣が決めることになると答えた。
山中の発言に象徴されるように、道徳の教科化問題に対して文部科学省は一貫して中央教
育審議会での議論に基づいて対応するというスタンスを崩していない。この日の会議では、
小野が前回 10 月 13 日の第 10 回会議での道徳教科書について重ねて発言したが、道徳の教
科化についての議論にそれ以上の進展は見られなかった。
ただし、以上のような議論の方向性となったにもかかわらず、再生会議が同年 12 月 25
日に公表した「社会総がかりで教育再生を―学校、家庭、地域、団体、メディア、行政が一
体となって、全ての子供のために公教育を再生する（第三次報告）」（以下、「第 3 次報告」）
においては道徳の教科化が盛り込まれ、しかもその内容は以下のように記述された。
2. 徳育と体育で、健全な子供を育てる～子供たちに感動を与える教育を～
（1）徳育を「教科」とし、感動を与える教科書を作る
○徳育を「新たな枠組み」により教科化し、年間を通じて計画的に指導する
○偉人伝、古典、物語、芸術・文化などを活用し感動を与える多様な教科書を作る
○新しい教育基本法の下で、社会総がかりで、徳育の充実に取り組む
○徳育を「新たな枠組み」により教科化し、授業内容、教材を充実し、授業時間を確保
して、年間を通じて計画的に指導する
○偉人伝、古典、物語、芸術・文化などを活用し感動を与える多様な教科書を作る
・徳育においては、小学校から中学校までの子供の発達段階を踏まえ、それぞれの時期
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にふさわしい内容で、挨拶や礼儀、善悪の判断、思いやりの心、基本的な社会道徳、
責任感、自尊感情、社会への貢献などの指導を行う。
・教材は、徳育にふさわしい、ふるさと、日本、世界の偉人伝や古典、物語などを通
じ、他者や自然を尊ぶこと、芸術・文化・スポーツ活動を通じた感動などに十分配慮
したバランスのとれた、子供たちに感動を与える多様な教科書・教材を作成する。
・美しい心の伝統を語り継ぐことを重視し、言葉や文学による徳育を推進する。
（※）徳育を教科化するが、点数での評価はせず、専門の免許も設けない。小学校、中
学校とも学級担任が担当する。
「第 3 次報告」の記述は、「第 2 次報告」の内容を踏襲し、より具体的に記述されたとい
うことができる。しかし皮肉なことに、再生会議での議論の流れは、「第 2 次報告」段階よ
りも更に道徳の教科化の実現の可能性は低くなっていたことを物語っていた。渡海文部科学
大臣の発言に見られる消極的な空気は再生会議の委員の中に共有され始めていたことは否定
できない。
3.4. 「最終報告」と道徳の教科化
再生会議は、2008 年 1 月 31 日に「社会総がかりで教育再生を─教育再生の実効性の担保
のために─（最終報告）」（以下、「最終報告」と略）を福田康夫首相に提出した。「最終報告」
では、「心身ともに健やかな徳のある人間を育てる」として、道徳の教科化については、「徳
育を『教科』として充実させて、自分を見つめ、他を思いやり、感性豊かな心を育てるとと
もに人間として必要な規範意識を学校でしっかり身に付けさせる」ことを明記した。
それに先立つ同年 1 月 22 日の再生会議の合同分科会では、道徳の教科化について浅利、
中嶋嶺雄が意見を述べた。浅利は、小野の提出した資料に沿いながら、「徳育を教科として
充実させ、自分を見つめ、他を思いやり、感動する心を育てるとともに、人間として必要な
規範意識を学校でしっかり教え、身に付けさせること、ここまで具体的におっしゃるのはと
てもいい」と述べ、「小野委員がおつくりになった文章そのものを最終的なものに入れてい
ただいたらありがたい」と要望した。この日の会議で担当室が用意した案と小野の提出した
資料は確認できないが、「最終報告」を見る限り、小野の提出した文言が反映されたという
ことができる。また、中嶋は「この再生会議でみんなが一致した点は、まさに徳育ですよね。
小野委員のペーパーには、徳育の教科化ということが入っていましたね。これは私は、『は
じめに』の中に入れていただけないのか」と求めた。ただし、結果として「最終報告」の「は
じめに」には「徳育の充実」という文言は追加されたが、教科化には触れられなかった。
一方、中央教育審議会は 2008 年 1 月 17 日に「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び
特別支援学校の学習指導要領の改善について」を答申した。この答申では、「道徳教育の内
容面の充実を図るに当たっては、小・中学校の道徳の時間の教育課程上の位置付けなども重
要な課題」であるとして、再生会議の議論の動向を踏まえた審議の整理を行っている。具体
的には、「道徳の時間を現在の教科とは異なる特別の教科として位置付け、教科書を作成す
ることが必要」「授業時数が確保されず、十分な指導が行われていないことから、教科への
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位置付けが議論されていることを踏まえれば、教科と同様に、十分に時数が確保され、しっ
かりと指導されるよう内容の充実を考えるべき」「道徳の時間は現在の教育課程上の取扱い
を前提にその充実を図ることが適当」「学校では、地域ごとに特色ある多様な教材が使用さ
れており、教科書を用いることは困難」といった両論を併記した。
その上で答申は、「これらに共通するのは道徳の時間の授業時数が必ずしも十分に確保され
ず、指導が不十分といった道徳教育の課題をいかに改善するかという問題意識であり、道徳
教育を充実・強化すべきという認識では一致している」としながら、「実際の指導に大きな役
割を果たす教材の充実が重要である。（中略）現在、各学校においては、「心のノート」や民
間の教材会社、教育委員会等が作成した多様な読み物資料等を使用して指導が行われている
が、道徳教育の充実・強化の観点から、これらの多様な教材を認めつつ、その内容や活用方
策の一層の充実を図ることが重要である」と明記し、道徳の教科化の事実上の先送りを結論
づけていた。つまり、「最終報告」の段階では、すでに道徳の教科化問題は決着していたので
あり、同年 1 月 22 日の合同部会は、答申の内容を前提として議論されていたのである。
「最終報告」は、「第 1 次報告」から「第 3 次報告」までの提言を実行するために、これま
での取り組みをフォローアップしていくことを求め、「直ちに実施に取りかかるべき事項」
の一つとして、「徳育の充実（新たな枠組みによる教科化、多様な教科書・教材）」を掲げた。
「最終報告」を受け取った福田首相は「政府としても、最終報告をしっかりと受けとめて、
皆様のご論議の成果が今後十分に活かされていくように、提言の実現、フォローアップに取
り組んでいくとともに、内閣として教育問題に引き続き真摯に取り組むために、この後の新
しい会議を内閣に設置したい」と述べた。この言葉に基づき、福田首相は同年 2 月 26 日に
教育再生懇談会の設置を閣議決定した。しかし、教育再生懇談会においては、道徳の教科化
が直接に議論の対象とされることはなかった。
4. 文部行政・中央教育審議会における道徳教育の充実策
4.1. 教育基本法の改正と平成 20年版学習指導要領の改訂
教育改革国民会議及び教育再生会議が提言した道徳の教科化は、一般的には文部省（文部
科学省）及び中央教育審議会の消極的な対応によって「頓挫」41）したというのが一般的な理
解である。しかし、文部行政及び中央教育審議会が道徳教育の充実に反対であったわけでは
ない。教育改革国民会議が提言した教育基本法の改正は、2006（平成 18）年 12 月 22 日に
59 年ぶりに実現した。改正教育基本法においては、特に第 2 条において、旧法から規定さ
れていた個人の価値の尊厳、正義、責任などに加え、新たに公共の精神に基づき、主体的に
社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度、生命や自然を大切にし、伝統と文化を尊
重、わが国と郷土を愛するとともに、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度
を養うことなどを詳細に規定した。
また、教育基本法の改正を踏まえ、前述の 2008 年 1 月 17 日の中央教育審議会の答申で
は、人間尊重の精神と生命の畏敬の念を培い、自立し、健全な自尊感情を持ち、主体的、自
律的に生きるとともに、他者とかかわり、社会の一員としてその発展に貢献することのでき
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る力の育成をめざすことが強調された。そして、この答申に基づいて同年 3 月 28 日に告示
された平成 20 年版学習指導要領では、「道徳の時間」の役割を「道徳の時間を要として学
校教育全体を通じて行うもの」であるとして、「道徳の時間」の中核的な役割や性格を明確
にした。また、学校全体で取り組む実質的な充実を図るために道徳教育推進教師の配置を求
め、道徳教育の推進体制の強化を図った。
学習指導要領改訂をめぐる中央教育審議会の審議は、再生会議での審議と同時並行で行わ
れていたが、こうした道徳教育充実の方向性は、再生会議としても基本的には歓迎すべきも
のであった。そのため、中央教育審議会における学習指導要領改訂の方向性は、決して「満
額回答」ではないにしても、ある程度の目標は達成したとの見方が再生会議の委員の中に醸
成されたといえる42）。しかも、「最終報告」の時点ではすでに、道徳の教科化実現の可能性
が消滅していたとすれば尚更であった。少なくとも、浅利、渡邉、小野ら一部の委員を除い
て、委員のほとんどが道徳の教科化について特に言及することがなかったのは事実であった。
4.2. 中央教育審議会の専門部会の議論
中央教育審議会教育課程部会では、2004（平成 16）年 9 月から「豊かな心をはぐくむ教
育の在り方に関する専門部会」（主査：本田和子、以下、「専門部会」と略）が設置されてい
る。道徳の教科化については、2007 年 9 月 20 日の第 9 回会議で議論されている。この会
議では、押谷由夫委員（昭和女子大学教授）と諸富祥彦（明治大学教授）が積極的に道徳の
教科化論を展開した。たとえば、諸富は、道徳教育の充実のためには、道徳の教科化を実現
し、道徳の授業時間を増やすことを提言し、せめて「道徳教育コーディネーター」といった
加配教員を充てることが不可欠であることを繰り返し主張している43）。
また、押谷も道徳の教科化を進める必要性を論じながら、前述の同年 6 月の伊吹文部科
学大臣の発言を捉え、「伊吹文部科学大臣も、いわゆる教科にするということは、点数付け
しないといけないから賛成できない。ここでいわゆる教科というのは、各教科と横並びの教
科にすることは賛成しないということでありますから、特別の枠であるならば、それは検討
の余地がありますよということだと思うのです」と述べ、次のように続けた44）。
私は、数値による評価は、これはしない。そして、小・中学校とも、学級担任が指導
する。しかし、それらを指導できる道徳教育コーディネーターのような方を特別に配置
する。そして、ここでいくと、教科書等を作成する。しかし、その教科書の作成におい
て、それだけを使って授業をするのではなくて、その中に各学校で開発した資料とか、
教育委員会等で開発した資料なんかも含めて教科書が作成できないかなという、そうい
う願いと同時に、（中略）やっぱり道徳の時間を、5 時間でも 10 時間でもいいから、増
やす必要があるのではないか。そういうことを通して、各教科等との関連を図った、
もっと多様な指導が提案できるのかなというのが、個人的な思いでございます。
「専門部会」では、道徳教育の充実に関しては多くの意見が各委員から出されたが、押谷、
諸富の意見がこれ以上議論されることはなかった。しかし、ここで押谷が示した道徳の教科
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化の提言は、その後の「特別の教科 道徳」の基本的な枠組みを提示していたといえる。
国民会議から再生会議へと連続する道徳の教科化の提言は、この時点では結局は実現する
ことはなかった。ただし、それは従来言われているように、両者の提言に文部行政及び中央
教育審議会が消極的であったと捉えることは必ずしも適切ではない。「心のノート」の作成・
配布と教育基本法の改正、さらには平成 20 年版学習指導要領の改訂では、明らかに道徳教
育の充実が図られていたといえるからである。
こうした観点から、例えば伊吹、渡海の両文部科学大臣の発言を捉えれば、それが必ずし
も道徳の教科化の是非それ自体に焦点が合わされたものではないといえる。いうまでもな
く、国民会議から再生会議へと至る教育政策の焦点は、教育基本法の改正と「ゆとり教育」
の見直しに重点が置かれていた。これらの問題に比べれば、道徳の教科化の優先順位は明ら
かに低いことは否定できない。つまり、文部科学省や中央教育審議会にとっては、道徳教育
を充実することの必要性は十分に認識していたとしても、この時点で制度的な法改正を伴う
道徳の教科化の具体的な議論にまで及ぶ余裕がなかったと見るべきであろう。
そのため、2008 年 8 月に文部科学省に設置された「子どもの徳育に関する懇談会」の議
論においても道徳の教科化についての直接の議論は行われず、2009（平成 21）年 9 月 11
日に公表された報告書「子どもの徳育の充実に向けた在り方について（報告）」でも言及さ
れなかった。はじめに述べたように、道徳の教科化の議論が再び動き出すのは 2012（平成
24）年 12 月の第二次安倍内閣の成立以降である。この点については、稿を改めて論じたい。
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ます」として、教育改革国民会議設置の意図が明記されていた。その上で有識者には、①教育と
いう営みにとって大切な視点（基本理念）は何か、②学校・家族・地域社会のそれぞれがどのよ
うな役割を発揮すべきか、生涯学習をどのように進めるか、③「個」と「公」についてどのよう
に考えるべきか、④教育改革を今後具体的にどのように進めていくべきか、についての回答を求
めている。正確にこの文書が何人に送付されたかは不明であるが、内閣官房内閣審議室教育改革
国民会議担当室がまとめた『有識者から寄せられた教育のあり方に関する意見』（2000 年 5 月）
には 86 名の回答がまとめられている。この 86 名の中には教育改革国民会議の委員は含まれてお
らず、委員予定者にもこの依頼文が送付されたのかどうか、あるいは委員の回答を除いたものを
143
武蔵野大学教養教育リサーチセンター 紀要 e Basis Vol.9（2019.3）
掲載したのかどうかの詳細は不明である。ただし、委員の全員が有識者から除外されていたとは
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なったと考えるのが自然である。有識者からの回答をみると、道徳教育の充実について指摘して
いるものはあるが、具体的に道徳の教科化について言及したものは確認できない。
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9 ）『毎日新聞』2000 年 3 月 28 日。
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